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関や国際機関が試算している。たとえば、国際エネルギー機関（ＩＥＡ）は、二度目標を達成するためのエネルギー供給およびエネルギーの効率化に必要な投資額は、二〇一四～三五年に計五三兆米ドルが必要であると見積もっている（ただし、この見積もりには、二〇三五年までに非効率な 石燃料への投資を段階的に廃止することを想定しているため、 化石燃料 額六九〇〇億ドルも含まれている） （参考文献②） 。つまり、年間約五兆ドルである。一方、二〇一一年から一三年の間
に世界のエネルギー供給分野へ投資された額は年間一兆六〇〇〇億ドル超であり、二度目標を達成するための資金の需給ギャップは大きい（参考文献②） 。　
ただし、緩和コストの見積もり
は、各研究によって大きな幅がある。気候変動に関する政府間パネル（ＩＰＣＣ）の第五次報告書でも、緩和の経済コストの見積もりは各研究によって大きく異なり、それは計算時のモデル設計、前提条件、将来の気候変動の予測シナリオに大きく左右されることが指摘されている（参考文献③） 。さらに、気候変動対策による効果や適応と緩和の相互作用による影響等、実際 は経済費用に何らかの形で影響を与えるものの、計算上は考慮されていない点も多 。　
適応については、主要な研究と
しては、スターンレビューの四～三七億ドル／年（参考文献④） 、国際開発計画の八六～一〇九億ドル／年（参考文献⑤） 、条約事務局の二八～六 億ドル／年（参考文献⑥） 、世界銀行の七〇～一〇〇億ドル／年などがある（参考文献⑦） 。そして適応につい もＩＰＣＣは、前述した試算の計算方法はそれぞれ限定的な資金ソー
スのみを元に計算されているため、確信度は低いとされている（参考文献⑧） 。　
一〇〇〇億ドルは、先進国から











きが広まりつつある。二〇一三年、アメリカでは、最貧国を除いて新規の従来型の石炭火力発電所への公的支援の中止を決定した。また、二〇一五年九月には、中国も、大気汚染をもたらす高炭素な事業への公的資金の注入を国内外 厳格に規制をかけることを発表した。世界銀行等の主要な国際金融機関も、二〇一三年に途上国へ 新規の石炭火力発電所へ 支援 、（代替案がなくかつ基本的なエネルギーニーズを満たすという）極めてまれなケースを除いて、取りやめることを決定している。一方、日本は、以上の国際的な潮流に反して、海外への石炭支援に積極的である。実 日本が二〇一〇～一二年に供与した短期資金には、国際協力機構や国際協力銀行による、ウズベキスタンやインドネシアへの支援が含まれ おり、二〇一四年の締約国会議の直前に本件が海外メディアでも取り上げられ、議論を呼んだ。二〇一五年一一月には、経済協力開発機構（ＯＥＣＤ）の輸出信用グループで、輸出信用機関による石炭火力発電所への支援について、五〇〇メガワット以上の超臨界のユニットの石炭火力発電所等、一定の基
準を満たさない石炭火力発電所への支援はやめることになった（ただし、規制対象は「輸出金融」のみである。日本の国際協力銀行の場合、輸出信用は支援額合計の約一割であり、石炭火力発電所への支援に十分に歯止めをかけたとはいえない） 。いずれにしても、一〇〇〇億ドル、それから二〇二五年以降の気候資金にこのような石炭火力発電所への支援が含まのか、未だわから 。　
次に、どのように一〇〇〇億ド












る交渉で最も議論になった政府支出による気候資金のうち公的資金を「誰が」供与するべきか、という議論について焦点をあてたい。さて、この気候資金を「誰が」供与するかという点について、条約では、 「先進国（附属書Ⅱ締約国） 」が「途上国（非国） 」に対して資金供与することが謳われている。ただし、ここでいう先進国は、一九九二年のリオサミットにおける条約採択時にＯＥＣＤに加盟していた二五カ国を指している。しかし、一九九二年時点でＯＥＣＤには加盟し なくても、現在は加盟 いわゆ 先進国入りを果たした国（例＝韓国） 、また加盟 な ものの既に開発援助の分野では新興ドナーとして頭角をあらわしている国（例＝中国）もあり、一九九二年時点でのＯＥＣＤの加盟・非加盟というすみわけを、その ま、パリ協定の資金供与国・被供与国という分類に当てはめることに合理
23　　アジ研ワールド・トレンド No.246（2016. 4）
特集：パリ協定における気候資金に関する決定とその意味  





リ協定では、その第九条第一項において、先進国は の既存の義務を引き続き負い 緩和と適応の資金を途上国に供与することが義務であり、第三項では、先進国は、気候資金の動員を ードし続ける
ことを義務とすることが書かれている。つまり、先進国に資金供与の「義務」がある点では、条約および過去の締約国会議決定と何ら変わりはな 。一方、パリ協定第九条第二項では「その他締約国」に対して自発的 支援供与を奨励しており、先進国と途上国 間の差異を持たせつつも、先進国以外の国にも資金支援を にでも促している。さらに 資金供与に関する条約事務局への報告についても、パリ協定第九条第五項おび七項において先進国が隔年で義務とし 提出 ことが求め れているが、同時に、それ以外の国についても同様のことが奨励されている。気候資金については、資金の内容が重要であると前 強調したものの、一定額は必要であり、それには過去の歴史的排出量 大小に関わらず「現在の」経済大国による協力も重要であろう。●今後 向けて　
以上、パリ協定における気候資
金議題について、特 資金額、額の中身の重要性、資金供与者 関して概観した。本稿では、パリ協定の第九条という資金に関す 条文につい 紹介 が、実はパリ
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